
総合計画及び総合戦略における指標及びKPI進捗状況について 資料1

基本
目標

基本
政策

施策 説明 指標 進捗率 課題と方向性 担当部課

健康福祉部

こども相談課

健康福祉部

こども相談課

政策企画部

政策推進課

教育委員会

教育指導課

教育委員会

社会教育課

教育委員会

スポーツ推進課

健康福祉部

保健センター

健康福祉部

保健センター

経済振興部

商工観光課

経済振興部

農林水産課

政策企画部

港湾エネルギー
振興課

市民生活部

環境政策課

経済振興部

商工観光課

都市整備部

都市計画課

政策企画部

財政課

政策企画部

財政課
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27.5%40,604 人/年

宿泊者数については，コロナ禍の影響を直接的に受けるため，まだコロナ前の水準には回復していない状
況である。
しかし，国において新型コロナウイルス感染症が令和5年5月から感染症法の第5類に移行する見込みであ
り，今後国内旅行客はもとよりインバウンドの増加も見込まれることから，積極的に鹿嶋ならではの体験商
品を造成するなどし，宿泊者増につなげていく。

82.7%

基幹産業の構造改革により雇用面でも大きな影響が出ると予想されるものの，現時点では有効求人倍率
は１を大きく超える水準を保っている。今後，洋上風力を始めとするエネルギー関連での新規雇用創出を図
るとともに，ハローワーク等と連携し，市内事業者と市内で就職をしたい方とのマッチングを図ることで就業
を支援していく。

1.34 倍/年

2021年度末 2023年3月末

84.9%

61 ％

83.1%

・2022年増減値
・日本人の社会減（2019年±０人，2020年＋69人，2021年－29人，2022年－285人）
・2021年3月5日の高炉休止発表以降，転出超過の月が増え，転出超過幅も大きくなっている。社会増のた
めには時間がかかるが，直近では新スタジアム，洋上風力発電などによる「街への期待値」を上げる取組
みが急務。

-209.1%

％ 88.8% キャリア教育に関連した授業を増やし，将来の夢や目標を考える機会を増やす。

92.4%

百万円/
年

百万円/
年

89.4%

79.6

鹿嶋市総合計画指標一覧
目標値

※2031年度末

6.75 ％/年 ％/年

女性が仕事をしながら出産・子育てしやすい環境づくりに積極
的に取り組み，バランスの取れた年齢構成の人口増を目指す

まちぐるみで子育てを応援す
る
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出生率

出生数

6.75 ％/年

450 人/年 人/年425 人/年

5.61

361

人/年

未来を担う人財「鹿嶋っ子」
を育む

未来を担う人財を育むため，「将来の夢や目標を持っている」
生徒が増えるような，子どもたちが未来を描ける教育や社会づ
くりを目指す

80 ％ 71 ％

65 人/年 -230.0110 人/年

71

人口の社会増数
多様なライフスタイルを応援
する

様々な人が自分に合ったライフスタイルを選択できるよう，社会
の仕組みや働き方，暮らし方のバリエーションを豊かにし，人口
の社会増を目指す

年 79.4 年 99.3%

コロナ禍での高齢者の活動量減少や健診等受診控えの影響等により，減少したと推測している。男性の平
均自立期間男性▲0.2歳。特にコロナ禍における感染症り患や感染症対策（行動制限等）の影響を受け、今
後も平均自立期間が減少することが予測される。引き続き保健予防、介護予防等の取り組みにおいて疾病
の早期発見・早期治療につながるよう各種健診受診率・保健指導率の向上や積極的なフレイル予防の実
施などに努めていく。介護長寿課やスポーツ推進課等庁内関係課や関係機関等と連携し，健康診査や健
康教育，介護予防等健康増進事業を引き続き展開し，健康寿命の延伸を図っていく。

80.0 年

43 ％

豊かな鹿嶋文化を共に創り
育む

若者が鹿嶋の歴史，文化を理解し，愛着を持ち続けられるよ
う，郷土教育等の機会を充実し「鹿嶋を誇れる」若者を増やす
ことを目指す

70 ％

65 ％ ・インターネット及び紙媒体でアンケートを実施した。男性からの回答率が低い。
30～40代女性(子育て世代)の実施率が低い。幅広い世代に気軽にできるスポーツコンテンツの提供。

43 ％ 66.2%スポーツに親しみ健康を維
持する

様々な場面でスポーツや運動を積極的に取り入れ，一人ひとり
が日頃から生活習慣病等の予防に努め，心身を健康に保つこ
とを目指す

未来につながる産業を創出
する

鹿島港全体としてのカーボンニュートラルポート化及び海洋再
生可能エネルギー発電設備等拠点港湾（いわゆる基地港湾）
を核とした，洋上風力関連産業の拠点化により，市内に民間投
資が促されることを目指す

270,000

-28.1豊かな鹿嶋の海や緑を未来
へつなぐ

地球温暖化防止に貢献し，鹿嶋の豊かな自然と共生する都市
となるため，市域の温室効果ガス排出量の削減を目指す

-26.0 ％

年

百万円/
年

263,200

40,000 人/年

83.7

既存産業のチャレンジを応
援する

鹿嶋市の特産品等を生かし，地域活性化の足掛かりとするた
め，農水産物の売上増加を目指す

％

百万円/
年

洋上風力発電産業において，本市の優位性を生かし，鹿島沖でのウインドファームの形成を軸に企業誘致
を進めていく必要がある。一方で，外港地区周辺に誘致する用地がないことも課題となっている。
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健康で自立して生活できる期間を延伸し，地域の中でできるだ
け長く自分らしい生き方を実現できる社会を目指す

予防と適切な医療により心
身ともに健康に過ごす
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2,400 百万円/
年

2,200

平均自立期間
（男性）

成人の週1回以上の
スポーツ実施率

「鹿嶋を誇れる」と答えた
中学生・高校生の割合

「将来の夢や目標を持っている」と
答えた中学生の割合

地域資源を活用した観光スタイルにより，環境やまちそのもの
を未来へ継承するため，スポーツツーリズム，アグリツーリズム
等の充実や，ワーケーションなどの滞在型観光コンテンツの創
出による宿泊者数の増加を目指す

120,000 人/年

84.0 年
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目標値：2013年から2030年までに26.0%減
2013年度排出量2,253千tCO2
2020年度排出量1,138千tCO2
50.1%に減少　∴49.9%削減
※環境省自治体排出量カルテによる。
※(参考)2019年度排出量1,621千tCo2，コロナの影響により大幅減

-49.5 ％ 190.4%

241,245

106.6%

人

雇用環境を守り生活の安定
を維持する

15歳以上の働く意欲のある人が安定した仕事につくことができ
るよう，企業の雇用環境を支援し，市民生活の安定と維持を目
指す

倍/年

人口ビジョンでは，本市の人口は将来5万人を割り込むことを予測し，本目標値を達成するためには，人口
増，エリア範囲の拡縮，エリア利便性の向上をコントロールする必要がある。人口増に関しては，政策企画
部が中心となる産業育成策，交通政策及び移住促進策とも調整が必要であるが，まずは「都市計画の見え
る化」により都市構造の現状を把握し，コンパクトシティのKPIとして設定する本目標値を達成するための
ロードマップを作成していく。

39,108 人 99.5%コンパクトで安全なまちをつく
る

39,200

47

歴史資料館建設中止により，当面は，横ばいで推移する見込みである。今後も，基金残高と市債残高のバ
ランスを考慮しつつ，行財政改革を推し進め，健全な財政運営を行っていく。

農業においては，高収益経営体の育成及び高収益作物の導入支援，水産業においては鮮度管理技術の
向上を図る。

百万円/
年
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6.4 ％/年 ％/年 -

％/年 ％/年 -

7.3 ％/年

80 ％/年 56.2

スマートで持続可能なまちを
つくる

市の借入金など負債の大きさや返済額の大きさを示す指標を
用いて財政状況を判断し，将来的に持続可能なまちづくりの方
向性を見極める

市街化区域内や大野三駅周辺に生活の拠点機能を集積し，計
画的な人口の配置を進め，効率的で安全な土地利用の推進と
効果的な交通・情報ネットワークづくりを目指す

人 39,200

比率としては，下がったものの，今後，新可燃ごみ処理施設の負担が増加し，比率は上昇する見通しであ
る。比率の上昇を抑制するため，財源の確保に努めるとともに，積立基金残高の増などに取り組んでいく必
要がある。
（総合計画策定時の数値目標については歴史館建設を想定した数値であることから，歴史館建設事業見直
し後における将来予測数値との乖離が大きくなっている。）

65 ・郷土教育の機会を増やし，鹿嶋市への興味と愛着を深める。

人口減少による再生産年齢人口の減少に伴い，出生数の減少は不可避。国においてはR5,4月からこども
家庭庁を内閣府の外局として設置し司令塔部門、成育部門、支援部門の3部門体制により各省庁に分かれ
ているこども政策に関する統合調整権限を一本化。少子化対策についても次元の異なる少子化対策を6月
の骨太指針に掲げるとともに，こども未来戦略方針の中で3年間の集中的な取り組みである「加速化プラ
ン」において具体的な施策を掲げた。少子化対策についての主流については国策の動向に注視し、本市で
は子育て支援の質や機能の向上を図り子育て支援の充実を目指す。既存事業の更なる充実や他教育施
策の充実，移住定住の促進，市のイメージアップなど全庁的に多角的な視点での取り組みが必要となる。
全庁的に少子化や子育て支援に係る施策が広がっているため子育て支援の向上と併せて，教育施策の充
実，雇用の創出，定住の促進，市のイメージアップなど，全庁的に総合戦略事業を推進していく。(※出生
数・出生率は暫定値）

人口減少による再生産年齢人口の減少に伴い，出生数の減少は不可避。国においてはR5,4月からこども
家庭庁を内閣府の外局として設置し司令塔部門、成育部門、支援部門の3部門体制により各省庁に分かれ
ているこども政策に関する統合調整権限を一本化。少子化対策についても次元の異なる少子化対策を6月
の骨太指針に掲げるとともに，こども未来戦略方針の中で3年間の集中的な取り組みである「加速化プラ
ン」において具体的な施策を打ち出した。少子化対策についての主流については国策の動向に注視し、本
市では子育て支援の質や機能の向上を図り子育て支援の充実を目指す。既存事業の更なる充実や他教
育施策の充実，移住定住の促進，市のイメージアップなど全庁的に多角的な視点での取り組みが必要とな
る。全庁的に少子化や子育て支援に係る施策が広がっているため子育て支援の向上と併せて，教育施策
の充実，雇用の創出，定住の促進，市のイメージアップなど，全庁的に総合戦略事業を推進していく。(※出
生数・出生率は暫定値）

実質公債費比率

将来負担比率

市街化区域内及び
大野三駅周辺の人口

有効求人倍率

市域の温室効果ガス排出量
（エネルギー起源二酸化炭素）

鹿島港周辺への投資
（固定資産税の課税標準額）

農水産物売上額

主要宿泊施設の宿泊者数

平均自立期間
（女性）

1.50 倍/年 1.09

83.7 年 99.6%

2,558

平均自立期間はコロナ禍でありながらも減少することなく現状維持された。特にコロナ禍における感染症り
患や感染症対策（行動制限等）の影響を受け、今後も平均自立期間が減少することが予測される。引き続
き保健予防、介護予防等の取り組みにおいて疾病の早期発見・早期治療につながるよう各種健診受診率・
保健指導率の向上や積極的なフレイル予防の実施などに努めていく。介護長寿課やスポーツ推進課等庁
内関係課や関係機関等と連携し，健康診査や健康教育，介護予防等健康増進事業を引き続き展開し，健
康寿命の延伸を図っていく。

％
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総合計画及び総合戦略における指標及びKPI進捗状況について 資料1

基本
目標

基本
政策

数値
目標

基本計画
施策

総合戦略事業 具体的な事業/概要 KPI 進捗率 課題と方向性 担当部課

教育委員会

幼児教育課

健康福祉部

こども相談課

健康福祉部

こども相談課

政策企画部

政策推進課

政策企画部

広報秘書課

教育委員会

教育指導課

教育委員会

教育指導課

教育委員会

教育指導課

教育委員会

中央公民館

教育委員会

中央図書館

教育委員会

スポーツ推進課

健康福祉部

保健センター

健康福祉部

保健センター

-２-

0～2歳児における年度途中の入所希望者においては，調整が厳しい状
況である。
引き続き，待機児童ゼロを維持するため，公立・私立一体となった幼児教
育・保育施設における受け皿の確保に努めるとともに，多様な保育サービ
スの提供体制の確保に努める。

-

全公立幼稚園での3年保育開始により，市営の地域子育て支援センター
の利用年齢層が，未就園の0～2歳児が中心となっている。宮中地区への
新築移転に伴い，土曜日だけではなく，日曜日と祝日を開所し，就園児童
の利用促進にも努めていく。子育て支援メニューについては子育て支援
団体や民間企業等との連携を図りながら、子育て親子の年齢層やニーズ
に応じた多様なメニュー提供を展開していく。

77.4%人/年210,781 人/年309,570

鹿嶋市総合戦略事業一覧

KPI
※2026年度末

特別保育・保育サービス支援
事業

地域子育て支援センター運営
経費

16.8 ％/年

結婚活動支援事業 -

0 人/年

＜人口ビジョンの目標値＞　２０２６年に人口６５，０００人程度を維持する。
※達成するための数値目標　【社会増減】社会増は，８９人/年を目指す。

2023年3月末
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全未就学児のうち，地域子育て支援拠点（地域子育て支援
センター）の利用児童の割合を伸ばす

2021年度末

0

9.2 ％/年

-

88.7%

-人/年0

いばらき出会いサポートセンターの
登録会員数

⇒削除

待機児童数認定こども園等の待機児童を常時ゼロに保つ

（一社）いばらき出会いサポートセンターの市民会員数（特に
女性）の登録者数の増を目指す

「
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公民館活動費 子どもたちの地域活動に参加する回数を増やす 67,500 人/年17,263人/年

中央図書館等にて，郷土の歴史に関する講演会や郷土図
書のPR掲示を実施することで児童生徒等への郷土図書の
貸出を充実させ，歴史への興味と愛着を深める

冊/年郷土図書の貸出数

地域イベント参加者数

中央図書館で郷土の歴史に関する講演会を開催したが，参加者の多くは
大人であった。児童生徒の興味を喚起できるよう，講演会内容等について
工夫していく。

98.5%冊/年1,280図書館運営経費

85.5%

鹿嶋市アントラーズPR大使やファンサイトなどのオンライン
関係人口数を増やす

総合戦略推進事業

地域子育て支援拠点の利用割合

オンライン関係人口を創出し，潜在的な移住者を涵養することで，働く世
代と親和性の高いデジタルを活用した「新しい関係人口の創出」を目指
す。また，コミュニティ内の会話を通じ，「選ばれる自治体」に必要なデータ
を集め施策に反映させる（EBPMの推進・既存住民の満足感向上）。これ
により，土地に縛られることなく，納税先の自由・居住の自由・働き方の自
由を持つ，土地に縛られない住民を獲得し，関係人口発の交流人口，定
住人口の増加を図る。

58.1%人

冊/年1,0101,300

％/年

回/年

人

78.6%

85.2%

※1月末人数
コロナ過であったが、開催方法の工夫や感染予防対策を講じながら地域
イベントを再開し、参加者が増加傾向である。地区まちづくり委員会や区
長、学校等と連携して、魅力ある地域イベントを開催する。

33.8%22,802 人/年

英語指導事業経費 65 ％/年 55.6

70 回/年 27

中学3年生英検3級相当率

回/年

55.5 ％/年

55

オンライン関係人口
（鹿嶋市ファンサイト等の登録数）

51,109

29,070人5,000人50,000

人/年
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78.0%

2021（R3）受診率向上に伴い，特定保健指導対象は数が増加。
保健指導対象者数は増えたが指導率としては2021年度比で減少。指導
提供体制（マンパワーの確保⇒事務職員が増になることで指導量が植え
る、力量形成など）の充実に努め指導率向上を目指したい。

特定健康診査等事業費
特定健診の結果から，生活習慣病の予防対策が必要な方
に対して行う保健師，管理栄養士などの生活習慣改善指導
の実施率を向上させる

特定保健指導の実施率

特定健康診査受診率

市立スポーツ施設利用者数 人/年400,000

40歳から74歳までの方を対象に，メタボリックシンドロームに
着目した検診の受診率を向上させる

特定健康診査等事業費

2021ｄ（R3)の確定値は受診率３１．２％。今後も感染予防対策を講じ（完
全予約制，人数制限，日数増加等）健診を実施予定。2021年度末（R2d
末）の受診率は確定前であったためコロナの影響も考慮し見込み値で想
定したが、2020ｄ（R2)確定受診率（24.3％）であった。確定値でR2、R3度を
比較すると6.9％上昇しているも，コロナ禍前の受診率までには戻っていな
い。更なる受診率向上のために2022年度から実施している経済行動学を
用いた健診案内通知，電話回線数の増設（コールセンター委託）とWEB予
約システムを導入し，予約しやすい体制を整えた。（一部予約なしでの対
応も実施していく）あわせてR5年度新規事業のMVMヘルスケア事業を活
用し，未受診者への受診勧奨に努めていく。今年度は第4期特定健康診
査等実施計画策定予定。

52.0%

新型コロナ感染症の影響による停滞したスポーツ大会やイベントの開催。
ＤＭＯと連携して滞在型利用者の利用促進を図る。
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441 回/年

社会体育振興事業費 市立スポーツ施設の利用者数を増やす
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84.8%
教職員は各種授業公開に向けて，研究協議や公開後の検証などを行い，
日々授業内容の改善を図っている。研修などの実施回数を増やすことも
図っていくが，研修などの質の向上も同じく図っていく。
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事業者（㈱鹿島アントラーズFCなど）
と

連携したキャリア教育実施回数

SNS等フォロワー数地域情報発信事業
SNS等（Facebook，Twitter，Instagram，マチイロ，LINE，かし
まナビ，かなめーる等）のフォロワー数を増やす

子どもたちのキャリア形成に焦点を当てた授業の回数を増
やす

GTEC（小学生から社会人まで英語力が測定できるスコア型
英語４技能テスト）の結果を向上させる

人40,000人60,000

各学校で，様々な企業や団体などと連携した授業を行っている。教師以外
の大人たちとの関わりは，子どもたちのキャリア形成に良い影響を与えて
いる。教育委員会として，学校と様々な企業や団体などつなげる役割を継
続していく。

英検3級相当率は上昇傾向にある。今後も継続して，外国語授業改善プ
ロジェクトや英語力向上スーパーバイザーによるALT研修等を通して，指
導力の向上，授業内容の改善を図る。

中学校教育振興支援事業

フォロワー数は徐々に増えており，継続的な取り組みを進めていくことが
必要である。
取材後のイベント周知だけではなく，当市の特徴的な風景や食，観光ス
ポットの発信など，市外に向けたプロモーションを強化していく。

教職員指導対策費
鹿嶋市授業改善プロジェクトをとおして，指導力の向上及び
児童・生徒の国語・算数（数学）の学力（特にすべての学習
で重要な国語教育による言語能力）の向上を目指す

学校における教職員の
授業公開の年間回数

520 回/年 260



総合計画及び総合戦略における指標及びKPI進捗状況について 資料1

基本
目標

基本
政策

数値
目標

基本計画
施策

総合戦略事業 具体的な事業/概要 KPI 進捗率 課題と方向性 担当部課

経済振興部

商工観光課

経済振興部

農林水産課

政策企画部

港湾エネルギー
振興課

政策企画部

スタジアム周辺
整備推進室

市民生活部

環境政策課

政策企画部

政策推進課

都市整備部

下水道課

都市整備部

下水道課

都市整備部

道路建設課

都市整備部

水道課

政策企画部

財政課

総務部

総務課

-３-

アントラーズホームタウンDMOの組織体制が大きく変わり，事務所移転
により物理的な距離も大きくなってしまったが，連携を密にすることで地域
消費に直結するスポーツ合宿を推進していく。

鹿嶋市総合戦略事業一覧
＜人口ビジョンの目標値＞　２０２６年に人口６５，０００人程度を維持する。
※達成するための数値目標　【社会増減】社会増は，８９人/年を目指す。

KPI
※2026年度末

2021年度末 2023年3月末

人/年
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広域観光対策事業
鹿嶋市観光協会，宿泊事業者，観光地域づくり会社「（一
社）アントラーズホームタウンDMO」等を支援し，市内スポー
ツ合宿の誘致数を増やす

港湾振興事業
令和4年度中に洋上風力発電事業推進ビジョンの策定と指
標の設定を行う

126 人 111 人 78.7%
新規認定者もいるが，高齢などによる未更新が多く（認定期間5年），現
状では認定農業者数は減少している。担い手確保は重要課題であること
から，引き続き新規認定者の確保に取り組む。

農業振興事業
認定農業者や認定新規就農者を支援することにより，市の
農業発展の中心的担い手を確保する

141 人

2,500 人/年 6,451 人/年 80.6%8,000

認定農業者数

スポーツ合宿の宿泊者数

総合戦略推進事業
鹿島アントラーズが中心となって検討を進める新サッカース
タジアムを核としたエリア構想をまとめる

0 事業者1 事業者
鹿島港外港地区を利用する

洋上風力発電事業者数

策定済 -

令和4年度に実施した実現可能性調査の結果を踏まえ，新スタジアム建
設場所の決定及び周辺エリアの構想についてアントラーズ及び県，ホー
ムタウン各市と協議を進める。構想の策定に際し，事業スキーム，資金調
達等の課題があり，公共施設の集約については全庁的な調整が必要と
なる。
また，地区計画の策定にあたっては，計画の担保性とスケジュールが重
要で，開発申請までには地権者等との合意形成や測量等の調査が必要
である。

％ 100.0%100

125.0%

・2013年度 7211.6t-CO2
・2021年度 5432.2t-CO2(最新測定値)
鹿嶋市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）で目標削減率を国と同
等の「2030年度までに2013年度比50%削減」としており，基準年を2013年
度とする。

m 4,443 m

Ｒ5年度より調整池の整備に着手する。以降，幹線及び枝線の整備を推
進し浸水区域の解消を図る。

62.3%

79.8%

99.0%
住宅密集地を優先的に整備を進め，既存計画を着実に遂行すると共に
下水道への接続について，PR活動（助成制度のPR）を含め加入促進に
努め水洗化率の向上を目指す。

90.5 ％

令和5年度に公共交通計画を策定。デマンドバス及びコミュニティバスの
方向性及び令和4年度策定のMaaS計画の推進，タクシーチケット・広域
バスの再検討等を行い，市内公共交通の最適化を目指す。
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0 事業
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m

【企業会計】下水道事業 荒野台地区の浸水被害の解消を図る 1,660 m 930

8,000 m

m 1035 m
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地方公共団体の情報システム
の標準化

地方債の残高

配水管の更新延長

交通安全プログラムに計画
されている歩道整備延長

雨水排水路整備延長
（荒野台地区）

市街化区域内のインフラ整備率
（下水道）

市内公共交通カバー率

市施設の温室効果ガス排出量
（エネルギー起源二酸化炭素）

カシマサッカースタジアム
エリア構想の策定

【企業会計】下水道事業 市内の水洗化率を向上させる

地域省エネ事業
市施設の温室効果ガス排出量を令和4年度から測定を開始
し，削減を図る
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情報政策推進費
行政の事務処理を円滑にするための情報システムについ
て，住民サービス向上や事務負担の軽減等の観点から，国
が掲げる地方公共団体情報システムの標準化を推進する

-

基地港湾は，令和6年度供用開始に向け整備が進められており，千葉県
銚子市沖の工程では，令和7年12月頃から基地港湾を使用する予定と
なっている。現在進めている浮体式実証については，候補海域に選定さ
れた場合においても，いすみ市沖，九十九里沖のスケジュールを国県と
調整する必要がある。また，基地港湾の用地が狭いため，今後拡充に向
け港湾管理者へ要望等を進めていく。
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20 事業

健全な自治体経営を継続するため，市の借入金を一定水準
以下に抑える

180 億円 174.8

6,010

公共交通対策事業
コミュニティバスやデマンド型乗合タクシー等を運営（支援）
することにより公共交通の空白地をなくす

幹線道路整備事業
交通安全プログラムに計画されている歩道整備（計画延長：
23,941m）

9,000

【企業会計】水道事業
布設後40年経過した水道管を老朽管と定め，計画的に長寿
命化を図る

-0 事業

【課題】
〇時間が限られている
・2025年度中に約1,700の地方公共団体すべてがシステム移行を完了す
ることを義務づけ。
【方向性】
〇システムの統一・標準化
・各課にてFit&Gap分析の結果の確認，機能要件・帳票一覧の課題の洗
い出しを実施。標準システムのガバメントクラウドへの移行へ向けた準備
を実施。

【課題】水需要の減少による厳しい財政状況の反面、人件費や燃料費、
資機材費等の高騰が続いているため、計画的に事業を進めるための予
算確保及び技術者の確保が課題となる。
【方向性】災害時における給水機能の確保を図るため老朽管の布設替を
行うと共に地震災害に対する耐震化を図るため、5期（合計32年）に分け
て計画的に事業を進める

4796 m

8,613 m 95.7%
整備にあたり，路線によっては用地交渉が難航している箇所もあるが，
補助事業を活用し，用地の整理が完了した箇所から工事を実施し，事業
の推進を図る。

172.3

令和4年度末から令和5年度末にかけては残高が減少する見込みであ
る。今後も，生活インフラの整備や維持補修等の老朽化対策について必
要に応じた地方債の活用を図っていくが，既存市債の償還終了時期と調
整を図りつつ，財政負担の平準化に努めていく。


